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１【提出理由】

　当社は、2020年６月25日開催の当社第76回定時株主総会において、決議事項が決議されましたので、金融商品取引法

第24条の５第４項及び企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第９号の２の規定に基づき提出するものであり

ます。

 

２【報告内容】

(1）当該株主総会が開催された年月日

2020年６月25日

 

(2）当該決議事項の内容

第１号議案　剰余金処分の件

期末配当に関する事項

当社普通株式１株につき金10円

 

第２号議案　取締役15名選任の件

取締役に鷹城勲、横田信秋、鈴木久泰、赤堀正俊、大西洋、米本靖英、田中一仁、石関佳志、

丹治康夫、原田一之、植木義晴、木村惠司、芝田浩二、蜂須賀一世及び小山陽子の15氏を選任する。

 

第３号議案　監査役２名選任の件

監査役に岩井幸司氏及び戸田尚俊氏を選任する。

 

第４号議案　当社株式に対する大規模買付行為への対応方針（買収防衛策）の継続の件
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(3）当該決議事項に対する賛成、反対及び棄権の意思の表示に係る議決権の数、当該決議事項が可決されるための要件

並びに当該決議の結果

決議事項 賛成（個） 反対（個） 棄権（個） 可決要件

決議の結果

賛成率（％）
（注）３

可否

第１号議案 737,488 750 193 （注）１ 98.51 可

第２号議案       

鷹城　勲 637,308 100,922 193  85.13 可

横田　信秋 681,805 56,431 193  91.07 可

鈴木　久泰 704,670 33,567 193  94.12 可

赤堀　正俊 711,376 26,861 193  95.02 可

大西　洋 711,377 26,860 193  95.02 可

米本　靖英 711,327 26,910 193  95.01 可

田中　一仁 711,390 26,847 193
（注）２

95.02 可

石関　佳志 711,389 26,848 193 95.02 可

丹治　康夫 711,388 26,849 193  95.02 可

原田　一之 640,085 98,145 193  85.50 可

植木　義晴 595,122 143,110 193  79.49 可

木村　惠司 703,220 35,014 193  93.93 可

芝田　浩二 594,830 143,402 193  79.45 可

蜂須賀　一世 711,036 27,201 193  94.97 可

小山　陽子 711,137 27,100 193  94.99 可

第３号議案       

岩井　幸司 710,337 27,898 193 （注）２ 94.88 可

戸田　尚俊 732,245 5,992 193  97.81 可

第４号議案 525,079 213,117 193 （注）１ 70.14 可

注）１．出席した議決権を行使することができる株主の議決権の過半数の賛成であります。

２．議決権を行使することができる株主の議決権の３分の１以上を有する株主の出席及び出席した当該株主の議決

権の過半数の賛成であります。

３．賛成の割合の計算方法は、事前行使分及び本株主総会に出席した株主の議決権の数に対して、各議案の賛否に

関して賛成が確認できた議決権の数の割合であります。

 

(4）議決権の数に株主総会に出席した株主の議決権の数の一部を加算しなかった理由

　本株主総会前日までの事前行使分及び当日出席の一部の株主から各議案の賛否に関して確認できた議決権の数の集

計により、各決議事項が可決されるための要件を満たし、会社法上適法に決議が成立したため、本株主総会当日出席

の株主の議決権のうち、賛成、反対及び棄権の確認ができていない一部の議決権の数は加算しておりません。

以上
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